
基本計画原案作成シート 
まちづくりの目標 ４．環境にやさしく、自然と都市機能が調和した、住みやすいまち 主担当課 環境モデル都市推進課・環境保全課 
小分野 ４３１ 低炭素・循環型社会 関係課 教育総務課・教育指導課・こども課 

1．第５次総合計画後期基本計画の成果と課題

小分野 現状と課題 4 年後   指標 4 年後    向  
実現できた主な成果 

4 年後    向  
残した主な課題 

第
５
次
生
駒
市
総
合
計
画
後
期
基
本
計
画

331 
5R 

本市における平成 24 年度 市民１人当      総排
出量（家庭系  ）  年間 223㎏（1日当たり 612ｇ）
       近年 減少傾向        一方  地球温
暖化などの環境問題が深刻化し、環境負荷の少ない「循環型
社会」へのさらなるシフトが重要な課題となっています。 
     課題 対    市民一人      問題  意

識 向上 必要      減量化       進     
市民 事業者 連携 図    必要      
本市では、どこでも講座や小学校でのごみ収集体験学習の

実施、環境フリーマーケット等の環境教育や啓発により、限りあ
 資源 有効利用 促進     大切   意識 向上 
図っています。 
リユースやリサイクルの取組としては、家庭から出たごみの中か

 再使用      提供      市 家庭内 不用   
 陶磁器 拠点回収 無料配布 再資源化等 各種施策 
実施       引 続   減量 向  効果的 施策 
講じる必要があります。 

① ５Ｒ（リデュース、リフューズ、リ
ユース、リペア、リサイクル）の
意識  市民 事業者 浸透
している。 

①１ 一般家庭の一人一日当たりのごみ
 排出量（ｇ）

実績 目指す値 達成 
状況 H21 H29 H30 

625 553 570 ◎ 

・平成27年度  開始  家庭 
  有料化   家庭   減
量 進   

・ごみ組成調査の結果から、燃える
ごみの中に資源化が可能なごみ
が混在していることから、リユース、
      図  燃     更
  減量 進   

①２ 事業所   事業系   排出量
（ｔ） 

実績 目指す値 達成 
状況 H21 H29 H30 

8,743 9,000 6,721 × 

・平成 24 年 10 月に事業系ごみ
処理手数料 値上 及 原則
指定袋制を導入して、ごみの減
量化 図   

・事業所の数が増加し、ごみの排
出量 増         減量
化対策が必要 

② ごみ排出のルールが守られ、資
源化   燃     減量
化が一層進んでいる。 

②    再資源化率（％）
実績 目指す値 達成 

状況 H21 H29 H30 
16.3 23.0 30.0 × 

・平成27年度  開始  家庭 
  有料化   再資源化率 
向上した。 

・ごみ組成調査の結果から、燃える
ごみの中に資源化が可能なごみ
が混在していることから、リユース、
      図  再資源化率 
更  向上 図  

第
５
次
生
駒
市
総
合
計
画
後
期
基
本
計
画

332 
環境保全
活動 

本市      平成２１年４月  開始  生駒市環境
基本計画 確実 実行       市民 団体 事業者 行
政が協働で参画する生駒市環境基本計画推進会議「ＥＣＯ
‐ｎｅｔ生駒  設立     
ＥＣＯ‐ｎｅｔ生駒では、「豊かな自然と歴史と未来が融

合したまち いこま」の実現を目指し、生駒市環境基本計画に
規定される自然環境、せいかつ環境、まちみち環境、エネルギー
環境の各分野に加えて、各分野を超えて実施する共通分野の
      等    取組 行      
また、本市では、市の事務事業によって生じる様々な環境へ

の負荷を減らすために、Ｐｌａｎ（計画・目標設定）、Ｄｏ
（実施） Ｃｈｅｃｋ（監査） Ａｃｔｉｏｎ（見直
 ）        継続的 取組 改善  環境行動 推進
       平成２２年１２月   生駒市環境マネジメント
システム」の運用を開始しました。本市ではこの取組を通して、
職員一人    環境  意識 高       各々 職場
    職務 遂行  上 常 環境  配慮 心   具
体的 環境行動 進       求        

① 市民 事業者 行政 協働 
より、環境負荷の少ないまちづ
くりが進んでいる。 

① 太陽光発電    設置基数［累
計］（基） 

実績 目指す値 達成 
状況 H21 H29 H30 

810 3,200 4,650 × 

・ECO‐net 生駒におけるエネルギ
ー環境分野のプロジェクトから発
展  設立    一般社団法
人市民     生駒      
市民共同発電所 4基設置され
た。 
 市民団体 民間事業者 行政 
共同出資   電力小売 会社
    市民   株式会社  
設立   
・ECO‐net 生駒、市内スーパー、
生駒市の 3 者   袋有料化 
関する協定を締結し、平成26年
  市内全       袋有料
化を開始した。 
 市民参画   独自 環境  
         確立  PDCA
サイクルでの継続的運用を開始し
た。 
・公共施設5 所 電気自動車用
急速充電器を整備した。 

・市域における貴重な再エネ電源
である太陽光発電設備のうち、
FIT切      設備 有効活
用するための手法の検討が必要 
・太陽光発電設備導入鈍化への
対応 
 太陽光発電以外 未利用   
ギーの活用検討 
・第 3 次環境基本計画  市民 
事業者 行政 協力 連携 推
進するための体制の整備 
 次世代自動車 普及 公共交
通機関 利用促進等 交通分
野における施策の検討 
 事業者 対  省  設備導入
を促す効果的な施策展開 



② 環境活動に参加するなど環境
 配慮  生活  市民 増
えている。 

② 環境活動参加人数[累計]（人） 
実績 目指す値 達成 

状況 H21 H29 H30 
4,000 108,045 117,000 ○ 

 市 実施  補助金 利用 
  再   省   蓄     
ムを導入する家庭が増加した。 
・ECO‐net 生駒との共催で実施し
ている環境フェスティバルは、回を
重ねるごとに参加者数が増加し、
4,000 名 5,000 名程度 市
民 楽     環境    学
  場 成長   
・その他、ECO‐net 生駒のプロジェ
クトとして開催している ECO‐net
講座、再生可能エネルギー普及
啓発     資源化施設見学
会、自然観察会等にも多くの市
民 参加  環境活動  入 
口を提供することができた。 

 環境活動 参加  市民 固定
化 

・協働プロジェクトとして推進してき
 各取組 対  認知度 比 
  関心度 方 10 30%程
度高 傾向    関心   層
に情報が十分届いていない可能
性があり、情報提供・周知方法の
検討が必要。（環境基本計画
策定市民     結果  ）



２．第6次総合計画（原案骨子） 
第 6次総合計画（原案） 

現状と今後 5年間 展望 今後５年間 主 課題 ５年後   
（2024 年 3月末） 指標（複数候補） 行政 ５年間 主 取組 具体的な事業 

・循環型社会形成推進を図るた
め、５Ｒ（リデュース、リフュー
ズ、リユース、リペア、リサイク
 ） 意識 市民 事業者 
浸透     減量 資源化
が一層進むとともに、廃棄物処
理施設 見直  適正管理 
実施 

 燃     減量化 更 推進
    市民及 事業所  排
出されるごみについて、ごみ排出
量 低減 分別 徹底 進 
る。 
 生  （食品残渣） 減量 
図    生  処理機（  
ーロ等）を普及させるとともに食
品ロスの低減を図るため、フード
ドライブ等の活動を浸透させる。 
 廃棄物処理施設    見直
  行 廃棄物      利
活用を図る 

【５R】 
①   総排出量 低減   
   率 向上   

①１  焼却量（環境保全
課） 

①１ 市民 事業者 行政 活動 通  ５R の推進と燃えるご
  減量 繰 返 啓発    （環境保全課）

①２ 資源        方法   減量効果 広報紙等 
分かりやすく周知します。（環境保全課） 

①３ 市民一人      減量化             意
識 高     学校等  環境教育 充実 図    
（環境保全課） 

①４ 事業者 積極的 行   減量 発生抑制 取組(事業
等)を支援します。（環境保全課） 

①５ 市民 事業者 行政 活動 通             
モニターを増やしキエーロの普及啓発を進めます。（環境保
全課） 

①６ フードドライブを浸透させ、消費期限の到来による食品廃
棄 減量    （環境   都市推進課、環境保全
課） 

①７ 環境フェスティバルなどのイベントやどこでも講座などを通じ
て    適正 処理     啓発 指導 行    
（環境保全課） 

①８   処理手数料収入   処理量 減少      削
減分について、環境対策等に活用します。（環境保全
課） 

①１ 市民 事業者 行政   ５Ｒ 普及方法 検討（環境
保全課） 

①２ 市民 事業者 行政   自治会等 懇談会 実施（環
境保全課） 

①３   収集体験学習及 清掃    社会見学受 入 
実施（環境保全課） 

①４      ２１ 分別  生   受 入  行     
クルを実施（環境保全課） 

①５ キエーロ製作講座等（環境保全課） 

①６ フードドライブの実施（環境モデル都市推進課、環境保全
課） 

①７ 環境       等        減量化促進啓発 実
施（環境保全課） 

①８ 生  処理機 容器購入補助 集団資源回収補助等環
境関連施策に活用（環境保全課） 

【現状】 
・公共施設への再エネ設備導入
  毎年着実 拡大    
る。 
 住宅等  太陽光発電導入
数については、固定価格買取
制度 単価引下  影響 大
きく受け、減少傾向にあるが、
継続的 実施    補助金
交付      毎年 100 件
以上のペースで増加している。 
 市民団体 民間事業者 行政
 共同出資   電力小売 
会社    市民   株式会
社  設立  公共施設 民
間施設  電力供給 順調 
開始している。 
【5 年間 展望 
    市民   ㈱  核   
エネルギーの地産地消・低炭素
型のまちづくりを進める。 

・市域における貴重な再エネ電源
である太陽光発電設備のうち、
FIT 切      設備 有効
活用するための手法の検討が
必要 
・太陽光発電設備導入鈍化への
対応 
 太陽光発電以外 未利用  
ルギーの活用検討 
・第 3 次環境基本計画を、市
民 事業者 行政 協力 連携
で推進するための体制の整備 
 公共交通機関 利用促進等 
交通分野における施策の検討 
・事業者に対する施策の展開 
 既存建築物      利用
 効率化

【環境保全】 
②再生可能エネルギーの普及
が進んでいる。 

②1市内での再エネによる発
電容量 合計（環境 
デル都市推進課） 

②１ 太陽光発電など再生可能エネルギーの導入促進を図りま
す。（環境モデル都市推進課） 

②２     市民   株式会社  核         地産
地消のしくみをつくります。（環境モデル都市推進課） 

②３ 廃棄物     等 未利用      有効活用 進 
ます。（環境保全課、環境モデル都市推進課） 

②１ 公共施設への再エネ設備導入（環境モデル都市推進
課 施設管理者）

②２ 住宅等  再  設備導入  支援（環境   都市
推進課） 

②３ 清掃        廃棄物     利活用計画 推進
（環境保全課） 

【環境保全】 
③低炭素型の暮らしが定着し
ている。 

③１市域における 1 人当たり
CO2排出量（環境  
ル都市推進課） 

③１ 住宅等     化 進    （環境モデル都市推進
課） 

③２ 環境にやさしい交通への転換を目指します。（環境モデル
都市推進課） 

③３ 環境に配慮した省     型 暮らし方を推進します。
（環境モデル都市推進課） 

③４ 小・中学校での出前講座や環境教育の取組を通じて、環
境行動 促進 目指    （環境   都市推進課 
教育総務課・教育指導課・こども課） 

③５ 市の業務全般によって生じる環境負荷の低減を図ります。
（環境モデル都市推進課） 

③６ 市民 事業者 連携  環境啓発 推進    （環境 
デル都市推進課） 

③１ 住宅へ 省  関連設備導入への支援（環境モデル都
市推進課） 

③２ 公共交通機関 利用促進（環境   都市推進課 防
災安全課） 

③３ 省   関  講座      開催 情報発信（環境 
デル都市推進課） 

③４ 環境に関する出前講座の実施（環境モデル都市推進
課） 
学校・幼稚園への出前授業（教育総務課・こども課） 
環境教育の実施（教育指導課・こども課） 

③５ PDCA サイクルによる職員の環境行動 管理徹底（環境
モデル都市推進課） 

③６ 環境啓発イベントの開催、情報発信（環境モデル都市推
進課） 



３．庁内連携 市民等  協創 アイデア等 
５年後   

（2024 年 3月末） 
課題解決のために 
必要な庁内連携 

課題解決    必要 市民 事業者 
果たしてもらいたい役割 

課題解決のために取り組みたい「協創」のアイデア 
市民 地域と 事業者・ＮＰＯ等と 他 行政機関等 

【５R】 
①   総排出量 低減    
  率 向上   

 ［市民］ 
・５Ｒ（リデュース、リフューズ、リユース、リペア、リサ
   ） 意識     減量 資源化 実践 
る。 
・食品ロスの低減に繋がる取り組みを実践する。 
［事業者］ 
・５Ｒ（リデュース、リフューズ、リユース、リペア、リサ
   ） 意識     減量 資源化 実践 
る。 
・食品ロスの低減に繋がる取り組みを実践する。 

 燃    減量     自
治会等の団体と懇談会を実
施    出 方    見
直す機会を作る 
 燃    減量 ために、自
治会等の団体と懇談会を実
施し食品ロスの低減の取り組
  理解 図 。 

 燃    減量     
自治会等の団体と懇談会
を実施しごみの出し方につ
  見直 機会 作 
 燃    減量     
自治会等の団体と懇談会
を実施し食品ロスの低減の
取り組み 理解 図 。 

【環境保全】 
②再生可能エネルギーの普及が
進んでいる 

・公共施設への再エネ導入を推進するために、施
設管理者 情報共有・協議を行 。 

［市民］ 
・再生可能エネルギーの家庭へ導入する。 
    市民   ㈱ 事業 理解する。 
［事業者］ 
・再生可能エネルギーの事業所へ導入する。 
    市民   ㈱ 事業 理解する。 

・エネルギーの地産地消のしく
みを構築するために、家庭に
太陽光発電システムを導入し
   市民 連携して、「いこ
 市民   ㈱   売電 
進める。 

 ・再生可能エネルギーの普及
     （一社）市民 
ネルギー生駒と連携し、再
生可能エネルギー電源の拡
大を進める。 

【環境保全】 
③低炭素型の暮らしが定着してい
る 

 住宅等     化を進めるために、建築課と情
報共有・協議をおこなう。 
・公共交通機関 利用促進 図     防災安
全課と情報共有・協議を行 。 

［市民］ 
 住宅 省  化を図る。 
・公共交通機関を利用する。 
 次世代自動車 導入する。 
［事業者］ 
 事業所 省  化を図る。 
 次世代自動車 導入する。 

・市民目線  効果的 啓発
を実施するために、市民と連
携した啓発活動／情報発信
を進める。 


